
関城町（せきじょうまち）

＜行政組織＞

①三役(H16.5.1 現在)
さいとう かずお

齋藤 和夫町長
（77 歳）

任期
Ｈ15.11.17

Ｈ19.11.16

助役 岩 﨑 三 郎 収入役 飯 田 幹 也

②議会(H16.5.1 現在)

議長 神戸 芳夫 副議長 小波 倶光

任期 H17.7.31 定数 18 名 現議員数 18 名

党派別 公明 1 共産 1 無 16

③職員数（H15.4.1 現在） （人）

普通会計関係全職員数

うち一般行政関係

公益事業

会計関係

163 143 111 20

一般行政職の

平均給料月額
337,886 円

ラスパイレス

指数
96.8

H12.4.1 H13.4.1 H14.4.1全職員数

の推移 164 163 165

④機構図(H16.4.1 現在)

〈町長〉 〈助役〉

総務課 ― 庶務係、文書法制係、防災交通係、広報統計係

秘書課 ― 秘書広聴係、職員係

企画課 ― 財政係、企画グループ、電算係、管財係、合併推進室

税務課 ― 管理係、資産税係、町民税係、国民健康保険税係

産業課 ― 農政グループ、耕地係、商工労働係

建設課 ― 土木管理係、工務係、用地係

地域整備課 ― 都市計画係、下水道係、環境グループ

保健福祉課 ― 福祉グループ、保健グループ、介護保険係

（保育所） （保健センター）

町民課 ― 戸籍係、国民年金係、国民健康保険係

〈収入役〉

会計室 ― 会計係

〈水道事業管理者〉

水道課 ― 業務係、工務係

（水道事務所）

〈議会〉

議会事務局 ― 議事係、庶務係

〈社会福祉協議会〉

老人福祉センター

〈教育長〉〈教育次長〉

学務課 ― 総務係、学校教育係

西小学校、東小学校、関城中学校、関城幼稚園

生涯学習課 ― 社会教育係、生涯学習係（生涯学習ｾﾝﾀｰ）

社会体育係（町民体育館）

関本公民館、河内公民館、黒子公民館

〈行政委員会〉

選挙管理委員会、監査委員事務局

農業委員会事務局 ― 農地調整係

＜概要＞

①沿革

昭和 31 年 8 月 1 日 町制施行

合体 関本町 河内村 黒子村

②地勢・風土等

県の西北部、筑波山の西側に位置し、東西を鬼怒川と小貝川に挟ま

れた総面積 34.51K ㎡の町。首都東京から約 70km の距離にあり、東

部には国道 294号線が南北に延び、これと平行して関東鉄道常総線

が走り、黒子駅を有する。

温暖な気候と河川流域に広がる肥沃な土地に恵まれ、首都圏に豊

かな農産物を送り出す都市近郊型農村として発展。“生涯学習”をま

ちづくりの柱として、一人ひとりの個性が光る「田園都市せきじょう」

の実現を目指している。

③人口・世帯数

国勢調査

H2 H7 H12

常住人口

（H16.4.1）

男 8,120 8,097 7,903 7,843

女 8,257 8,327 8,242 8,129
人

口

(人) 合計 16,377 16,424 16,145 15,972

世帯数 3,923 4,140 4,283 4,459

④有権者数（H15.12.2 現在） ⑤老齢人口割合（H12 国勢調査）

男 女 計 老齢人口割合有権者数

（人） 6,440 6,579 13,019 19.8％

＜産業・経済＞

①生産・所得（平成 12 年度）

市町村内総生産 557 億円 就業者 1人当たり 7,202 千円

住民所得 393 億円 人口 1 人当たり 2,436 千円

②産業構造 （百万円･人）

区分 総生産額(H12 年度) 就業人口(H12 国調)

第 1 次 3,344 5.9％ 1,530 17.4％

第 2 次 28,829 50.8％ 3,563 40.6％

第 3 次 24,583 43.3％ 3,670 41.8％

総額・総数 56,756 ― 8,776 ―

③農業・工業・商業 （人･百万円）

農家数 農業就業人口
農業産出額

(H14.1.1～H14.12.31)農業

（H12.2.1）
1,323 1,818 5,290

事業所数 従業者数
製造品出荷額等
(H14.1.1～H14.12.31)

製造業

(H14.12.31)
65 1,900 62,862

商店数 従業者数
年間販売額

(H13.4.1～H14.3.31)卸・小売業

(H14.6.1)
157 674 10,178

④特産物

梨、ソバ、米、さつまいも、ニラうどん、桐下駄、結城紬

地域指定 一部事務組合加入事業 公営企業<住所>308-0194 真壁郡関城町大字舟生 1040

<Tel> 0296-37-6111 <Fax> 0296-37-3456

<HP>http://business2.plala.or.jp/sekijo/

<e-mail>sekijo@atlas.plala.or.jp

ロ ゴ マ ー ク

類型 4-2 ｺｰﾄﾞ番号 085014 面積 34.51k ㎡

都市開発 火葬場、消防救急、

ごみ処理・し尿処理、

下水道

上水道



<財政状況>

①決算収支 （千円・％）

年度 H13 決算 H14 決算 増減率

歳 入 5,498,176 6,222,552 13.2

歳 出 5,277,555 5,997,640 -12.0

形式収支 220,621 224,912 ―

実質収支 171,321 224,912 ―

単年度収支 -14,312 53,591 ―

実質単年度収支 33,188 -92,409 ―

②主な歳入・歳出（平成 14 年度） （百万円・％）

区分 決算額 構成比 増減額 増減率

歳 入 6,223 ― 170 3.2

地方税 1,543 24.8 -12 -0.8

地方交付税 1,937 31.1 -177 -7.8

国庫支出金 419 6.7 -18 -8.6

地方債 798 12.8 76 59.7

うち臨財債費 194 3.1 ― ―

その他 1,525 24.5 ― ―

歳 出 5,998 ― 165 3.2

義務的経費 2,160 36.0 0 0

人件費 1,287 21.5 26 2.1

扶助費 333 5.6 35 12.4

公債費 540 9.0 -10 -1.8

投資的経費 1,473 24.6 ― ―

普通建設事業費 1,473 24.6 0 0.0

うち補助 538 9.0 -63 -82.5

うち単独 820 13.7 23 4.3

その他の経費 2,365 39.4 ― ―

③主要指標（平成 14 年度）

区分 指数等

基準財政収入額（H15） 1,424 百万円

基準財政需要額（H15） 2,967 百万円

標準税収入額等（H15） 1,860 百万円

標準財政規模（H15） 3,397 百万円

財政力指数（H13～15） 0.461

経常収支比率 89.6 ％

公債費負担比率 11.3 ％

起債制限比率（3 ヶ年平均） 6 ％

税の徴収率（過年） 19.7

税の徴収率（現年） 97.4

税の徴収率（合計） 91.7
④将来にわたる財政負担（平成 14 年度） (単位：千円，％）

現在高 比率

地方債現在高（A） 4,090,070 111.4

債務負担行為による

翌年度支出予定額（B） 139,055 －

実質債務残高(C=A+B) 4,229,125 115.2

積立金現在高（D） 1,864,006 50.8

将来にわたる財政負担（E=C-D） 2,365,119 64.4

⑤市町村税の状況（平成14年度） （千円・％）

区分 調定額 収入額 徴収率

535,048 491,586市町村民税

（構成比） （31.8） （31.9）
91.9

1,030,322 936,915固定資産税

（構成比） （61.3） （60.7）
90.9

116,593 114,388その他の税

（構成比） （6.9） （7.4）
98.1

合計 1,681,963 1,542,889 91.7

＜公共施設整備状況＞（平成 14 年度）

小学校 2 校 老人福祉施設 1 ヶ所

中学校 1 校 病院・診療所 13 ヶ所

幼稚園 2 園 道路改良率 31.6％

保育所 3 ヶ所 道路舗装率 63.8％

図書館 0 ヶ所 ごみ焼却処理率 37.3％

公営住宅 35 戸 し尿衛生処理率 99.9％

1 人当たり公園面積 8 ㎡ 上水道等普及率 84.9％

公民館等 4 ヶ所 排水等処理率 48.5％

体育館 2 ヶ所

プール 0 ヶ所

施設充足率（公私

立幼稚園保育所）
133.2％

＜主要施策等＞

①主要施策実施状況 （百万円）

名称
期

間
内容

概算

事業費

道路改良事業

Ｈ10

～

Ｈ16

町道Ⅰ-12 号線改良工事 681

下水道整備事業

Ｈ4

～

Ｈ22

管布設工事 11,867

農業集落排水事

業（関城東地区）

Ｈ13

～

Ｈ17

管布設工事

浄水場設置
1,500

学校施設整備事

業

Ｈ13

～

Ｈ16

中学校校舎改築工事

中学校体育館改築工事等
2,645

②今後の主要課題・特色ある行政等

〈主要課題〉

・少子高齢化、高度情報化、国際化への対応

・環境問題

・地方分権に伴う住民、行政の役割分担

・環境保全型農業の推進

〈特色ある行政〉

・行政を生涯学習の観点からとらえ、協働参画型を基本にま

ちづくりを進めている。


